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のために、国がインフラ整備の費用を負担し、規制緩和や税制上の特恵というメリット 活用できる特区になっている（参考文献②） 。しかし、区域 開発を担当する仁川経済庁が二〇一五年二月に発表した「仁川経済自由区域・中長期財政健全化推進計画」によれば、区域の歳出入に関 ては、二〇一九年までは年間一〇億～三 〇〇億ウォン程度の赤字が見込まれ黒字転換は二〇二〇年以降になると予想される（参考文献③） 。仁川経済自由区域 、現在までのところ、投入される膨大な開発費用に見合うだけの外資誘致をもたらすには至っていない。　
仁川経済自由区域の一部である







施設として、仁川市博物館が運用する展示館「コンパクト・スマート・シティ」がある。コンパクト・スマート・シティは、 「都市計画をテーマにした韓国最初の展示空間」として二〇〇九年に開館し、 「グローバル・シティ・マーケティングの概念を適用して、仁川の過去と現在、そして未来を一望できる場」 （同館ホ ムペ ジによる）をめざしている。　
この象徴的な展示館の名称に用
いられた「コンパクト・シティは、都市計画理論においては新しい概念ではない。一九七〇年代にマサチューセッツ工科大学 オペレーションズ・リサーチの研究者たちが提唱した 直径約二・五キロの円形空間の内側に二五万人人口を収容すると う仮想都市のプランが源流にある。欧米の計画思想のなかでは、いっ んあまり顧みられなくなったコンパクト・シティの発想 、韓国と う、先進国であると同時に開発途上国としてのかつての姿を色濃 残す国家の都市構想に採用さ ていく経緯と、それにともなうコンセプトの変容は興味深い。近年 日本




「未来都市」構想に対する住民や生活者の素朴な実感に基づく批判は根強く存在し、その基調は、一九八○年代の仁川の人口急増期から変わっていないともいえる。韓国の「圧縮的近 化」をさらに圧縮したような仁川の開発過程。黄海沿岸の数多くの干潟を埋め立て自然の海岸線を失ってなされた経済自由区域の造成……。 都市構想を検討したある地方紙の記事は、 「結局、仁川市民は幸福になったのか。仁川は、世界的に高
く評価される、風格のある都市になったのか。わたしたちは仁川に住んでいるという事実に自負心を感じているのか」 （参考文献④）と問いかける。　
この問いかけを、世界中どこに














黒字展望」 『アジア ・ トゥディ』二〇一五年二月二二日。
④
 ―――「環境の窓―海外モデル都市に学ぶべき均衡と調和」『仁川日報』二〇一五年二月一二日。
